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Abstract: In this paper, the Kramers-Krohig relation was applied to calculate of the medium constant of a dispersive medium, and 
analyzed to the imaginary number part from the real parts. we investigated Kramers-Krohig relation by using a numerical integral . 
Numerical result are given for the influence of compared with Trapezoidal rule and Simpson's rule as a numerical integral 
techniques . 
１． はじめに 
近年，遺跡調査や地雷探査技術の研究が活発に行わ

れている．遺跡調査や地雷探査などはその対象物体を

非破壊で探査することが必要となる[6]．探査技術の中で

も比較的浅い場所の探査方法として地中レーダ技術が

期待されている．現在，地中レーダの分解能を向上す

る研究がなされている[7]. 
一般的に地中の媒質は，媒質定数(誘電率や透磁率)

が周波数の関数となるので，複素誘電率として定義す

る必要がある． 
著者らは，先に，分散性媒質(土壌)の影響を検討する

ためパルス応答を FILT 法を用いて解析した[5]．分散性

媒質を解析するために，分散性媒質中の媒質定数をセ

ルマイヤー(sellmeier)の三項式と水分比を考慮して配

向分極の項を加えた式で表した．しかし，文献[4]の実

験値に合うようにセルマイヤーの三項近似式を用いて

計算し，媒質定数を決定していたのだが，式中におけ

るパラメータが多いため複素誘電率の実数部と虚数部

を同時に満足するのが困難であった[5]． 
本文では，分散性媒質の媒質定数の測定値にクラマ

ース・クローニッヒの関係式(Kramers-Krohig Relation)
を適用し，実験値の有用性を検討をした．その解析法

として，2 種類の数値積分法(台形則とシンプソン則)
による計算精度と，積分範囲の違いによる計算結果を

検討した． 
２．解析法 
誘電率 ( )se は電子分極を Selmeier の三項式で表し，

さらに水分による損失を考慮した次式とした[1,2]． 
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, , , ,i i i og w t tW は文献[4]の実験データから求めた． 
式(1)において s jw= として ( )je w の実数部 '( )je w と

虚数部 ''( )je w を次式で定義する． 
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式(3)にパラメータを代入し実験値と比較したものを図

2 に示す．式(3)を次式で表すクラマース・クローニッ 
ヒの関係式に代入して虚数部の導出を行う． 
複素変数wの関数を 

( ) ( ) ( )ia w a w a w¢ ¢¢= +     (5) 
とした時，クラマース・クローニッヒの関係式は 
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となる． 
但しPò はコーシーの主値積分を表す． 

式(3)を式(6)に代入するが，積分が困難なため本論文

では数値積分を用いて近似解を求めた． 
数値積分の方法として 
台形則[3] 
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Fig.1 structure and coordinate system 
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シンプソン則[3] 
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以上の二つの方法で解析を行った． 
また，以下の解析では特にことわらない限り積分範

囲を 100 ~ 10 まで一定とする． 
３．数値結果 
図2は周波数 7 1010 ~ 10 に対する虚数部 ( )e w¢¢ の計算

結果を示したものである．ただし図 3(a)の黒線は文献

[4]の実験値に合うように式(4)を用いた結果，青線は台

形則による数値積分の結果，赤線はシンプソン則によ

る数値積分の結果を示したものである．図 3(a)より，

台形則とシンプソン則の数値積分の結果を比べると，

精度があまり良くはないがシンプソン則の結果の方が

文献[4]の結果に近づていることが分かる．  
次に図 3(b)は図 3(a)で得られた結果より，シンプソ

ンの則の方が文献[4]の実験値に近づくので，シンプソ

ン則を用いた場合に限り，積分範囲を変化させたもの

を青線として図 3(b)に示す．図 3(b)より，実験値の範

囲での数値積分より範囲を広くした時の方が文献[4]の
結果に近づくことが分かる． 
次に図 3(c)は図 3(b)のときと同様にシンプソン則を

用いた場合に限り，hを変化させたものを青線として

図 3(c)に示す．図 3(c)より，hはより小さいほうが文献

[4]の結果に近づくことがわかる．しかしhを小さくす

ればするほど計算に時間がかかってしまうことになる． 
４．まとめ 
本文ではクラマース・クローニッヒの関係式を用い

て分散性媒質(土壌中に水分を 10％混在した媒質)の誘

電率の実数部から虚数部の導出を検討し，次のことが

明らかになった．(1)数値積分の結果から，刻みを多く

し，積分範囲を広げる等の精度を上げることで，虚数

部の実験値に近づくことがわかる．(2)一定の周波数区

間での虚数部をクラマース・クローニッヒの関係式を

用いて求める場合，その一定の周波数区間の実数部の

みではなく，実数部すべての値が必要である． 
今後は数値積分の精度の向上や，虚数部から実数部

の計算，計算時間を短縮する方法の検討を予定してい

る． 
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Fig.2 The Real Part of a dielectric constant 
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Fig.3 Frequency vs. ( )e w¢¢  
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